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化学の力で、持続可能な住み良い地球環境と
豊かな社会の実現に貢献します。

常に技術の開発に努め、
お客様に質の高い製品を提供し、
新しい価値の創造をもたらします。

人権を尊重し、企業の社会的責任を果たし、
私たちを取り巻く環境や社会との共生を図り、
ステークホルダーから信頼される企業を目指します。

透明性のある健全な経営を推進し、
社員一人ひとりの可能性を引き出し、
会社全体の成果が最大となる風土を醸成します。

編集方針
本報告書では、当社のサステナビリティに対する考え方や、事業を通じた環境・社
会課題解決への取り組みを紹介するとともに、サステナビリティに関わる広範な取
り組みを「環境（E）」「社会（S）」「ガバナンス（G）」に整理して報告しています。ステー
クホルダーの皆様には、本報告書を通じて当社のサステナビリティ経営への理解
を深めていただければ幸いです。
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技術と共創で描く
持続可能な社会の実現に向けて

代表取締役社長　遠藤 晋 

トップメッセージ

サステナビリティ経営を推進し、社会に貢献する

活力ある組織と共創による持続的成長

　当社は、創業以来、時代の変化に合わせて、その時々
で求められる触媒を社会に提供することで、人々の豊か
さや安心・安全な社会の実現に貢献してまいりました。
　当社が創業した1960年代は、高度経済成長期の中、
国内で石油化学産業の育成が進められていた時期と重
なります。石油化学製品を製造するために触媒について
も国産化が求められ、当社においても、海外からの最新
技術を導入することで、国内製造を開始しました。その

後、医薬品、農薬、電子材料の製造、エネルギーなど様々
な分野にすそ野を広げ、社会のニーズに合わせた触媒を
提供することで、多くの産業を下支えし、豊かな社会の実
現に寄与してきました。
　さらに、1970年代には、大気汚染の深刻化が進み、国を
挙げて本格的な公害対策が求められる中、その社会的要
請に応えるべく、自動車から排出される有害ガスを浄化す
る触媒の供給を開始しました。以来、年々厳しさを増す排

出ガス規制への対応を進め、より高性能な触媒の研究・開
発により、社会全体の環境負荷の低減に寄与してきました。
　また、主原料である貴金属は、希少であるばかりではな
く、その産出地が特定の国や地域に偏在しているため、原
料の安定確保が極めて重要であります。当社は創業以来、
使用済み触媒に含まれる貴金属の回収・精製・再利用を行
い、資源の有効活用に向けた取り組みを継続してきました。
　60年にわたり、当社は、独自の知見と技術開発を積み
重ねることで、豊かな社会の実現や環境負荷の低減に貢
献し、資源循環にも取り組んできました。
　現在、一層深刻化する地球温暖化などの社会課題の
解決において、触媒が貢献し得る技術領域は多岐にわた
ります。当社は、技術と知見を基盤に触媒の可能性を最
大限に引き出し、その解決に貢献することが重要な使命
であると捉えています。なかでも喫緊の課題である気候
変動への対応として、カーボンニュートラル社会の実現
に資する技術開発を強化しています。
　例えば、CO₂を排出しないクリーンエネルギーとして
注目される水素を安全かつ効率的に製造・貯蔵・輸送・利
用するうえで、触媒は重要な役割を果たすと期待されて
おり、当社はバリューチェーンを支える触媒技術の開発
に取り組んでいます。加えて、アンモニアの活用、CO₂の

資源化（CCU）、グリーンLPガスの合成などは当社保有
技術の応用領域であり、技術革新を進めています。
　水素エネルギーの具体的な実装として、燃料電池自動
車（FCV）向けに、政府や業界が求める高い要求を満た
す電極触媒の開発に注力しています。あわせて、水素や
バイオ燃料などの次世代燃料に対応した排出ガス浄化
技術の研究など、これまでに培った技術を応用・発展させ
た新たな触媒の開発を推進しています。その一方で、内
燃機関車向けにおいても、さらなる環境負荷の低減に寄
与すべく排出ガス浄化技術の高度化を図り、多様な駆動
方式に柔軟に対応することで、これからのモビリティ社
会の発展を支えていきます。
　持続可能な社会の実現に向け、カーボンニュートラル
への取り組みと並び、資源循環への対応も不可欠です。
限りある資源を次世代へつなぐため、創業以来培ってき
た貴金属の回収・精製技術にさらに磨きをかけ、高効率・
高精度な回収プロセスの確立を目指します。
　当社は、「化学の力で、持続可能な住み良い地球環境と
豊かな社会の実現に貢献します」という理念のもと、今後
も、事業活動を通じ環境と調和した持続可能な社会の実現
に寄与し、社会から必要とされる企業であり続けるべく、会
社全体としてサステナビリティ経営を推進してまいります。

　サステナビリティ経営を推進する上で、最も重要な資産
は「人材」です。変化の激しい今の時代においては、既存の
枠にとらわれず、未来志向で果敢に挑戦できる人材の育
成がこれまで以上に求められています。当社では、社員一
人ひとりの意欲と創造性を最大限に引き出す企業風土を
醸成し、柔軟な発想から生まれる新規事業や多様なプロ
ジェクトへの挑戦を積極的に後押しすることで、継続的に
イノベーションを生み出す体制の構築を進めています。
　また、社会課題の解決に向けた技術革新や新たな価
値創造を実現するためには、社内の取り組みに加え、お
客様をはじめとするステークホルダーの皆様との連携が
欠かせません。当社がこれまで培ってきた知見に、ス
テークホルダーの皆様からの多様な視点や知恵を融合

させることが、新たな技術の創出につながり、一層社会
に貢献できるものと考えています。当社は、これからもス
テークホルダーの皆様と誠実な対話を重ね、互いの強み
を生かし合える共創関係を築き、社会課題解決に資する
技術革新に取り組んでまいります。
　私たちは創業以来、各時代の社会課題と真摯に向き合
い、事業活動を通じてその解決に取り組んでまいりまし
た。今後も社会から信頼される企業であり続けるべく、サ
ステナビリティ経営を推進し、ステークホルダーの皆様と
共に持続可能な社会の実現に貢献してまいります。
　今後とも、皆様の変わらぬご理解とご支援を賜ります
よう、心よりお願い申し上げます。
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製　品製　品

当社は、石油化学や医農薬をはじめ多様な産業を支え、環境浄化や資源循環などの環境保全にも
活用される触媒の提供を通じて、持続可能な住み良い地球環境と豊かな社会の実現に貢献しています。

エヌ・イー ケムキャットの事業　

排出ガス浄化触媒

排出ガス浄化触媒は、工場などの固定発生源や自動車などの
内燃機関から出される排気ガスに含まれる環境有害物質や人体
に悪影響を及ぼす物質を、化学反応によって無害な物質に変換
させ浄化する働きをしており、大気汚染などの環境問題の解決
へ大きく貢献しています。

プロセス触媒

プロセス触媒は、化学反応を加速させ、あるいは特定の化合物
を選択的に生成する働きを持ち、工業製品の製造等に欠かせな
いものです。当社では、医薬品、農薬・肥料、有機ELなどの合成
や、エネルギープラントなど、多様な分野で使用されるプロセス
触媒の開発・製造を通して、最先端の産業から暮らしに身近なと
ころまで、広く社会を支えています。

ファインケミカル用触媒
医薬品や農薬などの付加価値の高い化学製品を製造する過程にて使用される
ファインケミカル用触媒は、糖尿病薬や血圧降下剤、抗生物質などの医薬品の
合成や農産物の生産性向上に用いられ、人々の暮らしを支えています。また、
ファインケミカルは高純度が求められることもあり、通常何段階もの合成プロ
セスを経て製造されるため多くの廃棄物が排出されます。近年廃棄物の排出
量低減が求められ、より環境負荷の少ない効率的な生産のためにも高い活性
と選択性を持つファインケミカル用触媒が貢献しています。

ガス精製用触媒
ガス精製用触媒は、酸素（O₂）や二酸化炭素（CO₂）、水素（H₂）および水分など
の微量な不純物成分を除去して不活性ガスを超高純度に精製することで、超
高純度ガスのニーズが高い化学工業や鉄鋼業、機械工業等多くの分野にて活
用されています。また、カーボンニュートラルの実現へ向けて、CO₂をリサイク
ルして都市ガスの主原料であるメタンを生成するメタネーションをはじめとす
るカーボンリサイクル技術の開発にも取り組んでいます。

石油化学・石油精製用触媒
石油化学や石油精製プロセスにおいて不可欠な触媒は、今日の産業の発展に
大きく寄与してきました。当社は、衣類やカーペット、プラスチックなど、石油化
学製品の製造に用いられる基礎化学品の合成に必要な触媒をはじめ、近年で
は食品包装等にて広く使用されるガスバリアフィルムをつくる際の触媒などを
提供しており、人々の豊かな暮らしを支えています。

環境保全用触媒
産業排気ガスに含まれる炭化水素（HC）や一酸化炭素（CO）は大気汚染の主
原因であり、社会全般で大きな課題となっています。当社は工場などから発生
した排気ガスに含まれるVOC（揮発性有機化合物）などから熱エネルギーを回
収・有効利用しながら、有害物質を除去するDASH触媒などの環境保全用触媒
の提供を通じ、大気汚染防止へ貢献しています。

ガソリン自動車触媒
ガソリンエンジンから排出されるガスには有害物質であるCOやHC、窒素酸化
物（NＯx）が含まれます。当社はこれらの有害物質を無害なCO₂、水（H₂O）お
よび窒素（N₂）に変換させる三元触媒などを提供し、大気汚染防止に貢献して
います。自動車排出ガス規制や燃費規制は世界的に年々強化され続けており、
自動車メーカーと連携しながら、高い耐久性や浄化性能を持ち、低温活性およ
び高温耐熱性に優れた高品質な触媒の開発・製造に取り組み、地球温暖化防止
や環境問題の解決に取り組んでいます。

ディーゼル自動車触媒
ガソリンエンジンに比べCO₂の排出が少ないディーゼルエンジンですが、可／不
溶性有機化合物の排出に加え、硫酸ミストなどの粒子状物質（PM）やNOxをより
多く排出する特徴があります。その解決のため、当社ではPMを捕集してCO₂に浄
化するDPF（Diesel Particulate Filter）やNOx処理のためのSCR触媒（Selective 
Catalytic Reduction）など多様な後処理システムに適用できる触媒の開発・製造
に取り組み、これらの有害物質を無害化し、地球環境保護へ貢献しています。

産業の発展を支え、人々の豊かな暮らしに貢献
社会への提供価値

人や自然に有害な物質を浄化して住み良い地球環境に貢献
社会への提供価値
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製　品
取り組み

貴金属回収精製

当社は、使用済み触媒からプラチナ（Pt）、パラジウム（Pd）、ロジ
ウム（Rh）、ルテニウム（Ru）、金(Au)などの貴金属を分離回収し、
付着した不純物を取り除いたうえで、高純度に精製する自社プロ
セスを構築しています。

また、当社はより少ない貴金属量で従来の触媒と同等もしくは
それ以上の性能を持つ触媒を設計・提案する「貴金属低減技術」
を有し、触媒の開発・製造から貴金属の回収精製まで一貫して
サービスを提供し、希少な貴金属資源の保全に貢献しています。

燃料電池触媒

水素と酸素の反応で電気エネルギーを生み出す「燃料電池」
は、クリーンエネルギーとして注目が高まっています。当社は燃
料電池自動車向けの電極触媒や、水素ガスを製造するために必
要な改質触媒やPROX触媒を開発・製造し、水素社会実装に向け
取り組みを進めています。

燃料電池自動車（FCV）触媒
カーボンニュートラル実現へ向け、ゼロエミッション車として注目されている
燃料電池自動車向けの電極触媒を開発・製造しています。当社では、Pt（プラ
チナ）触媒の改良や次世代触媒（Pt合金触媒、Ptコアシェル触媒）の開発に注
力し、また電極触媒からの貴金属回収まで行うことで資源循環にも貢献してい
きます。

定置式燃料電池用触媒
燃料電池は、水素を使って熱や電気を発生させ、水素を活用するうえでは不可
欠なシステムです。当社では、都市ガスから水素を生成するために必要な触媒
として、メタンを水素に変換する働きをする改質触媒や、一酸化炭素（CO）を除
去する働きをするPROX触媒などの定置式燃料電池用の触媒を開発・製造して
います。より高性能な触媒を提供できるよう取り組みを進め、今後ますます需
要が高まるクリーンエネルギーの普及を支えていきます。

水素関連触媒
水素をつくる・ためる・はこぶ・つかうなどの各シーンにおいて触媒の利用が検
討されています。つくる過程では、改質触媒やPROX触媒が使用され、ためる・
はこぶ過程においても、水素キャリアから水素を取り出す技術に触媒の活用が
期待されています。また、つかう過程では、水素やアンモニア（NH₃）の混焼に
よって生じる窒素酸化物（NOx）や亜酸化窒素（N₂O）等の除去にも触媒が活躍
します。このように水素関連触媒は、水素バリューチェーンを支え、環境問題や
資源問題などの社会課題の解決に貢献します。

沼津事業所では、創業当初から貴金属の回収精製事業に取り組んでいます。
また、当社のリサイクル技術は、金属回収に加え、廃液処理の吸着剤や半導体
封止材・封入材原料の高純度化にも活用されています。

エヌ・イー ケムキャットの事業　

貴重な地球資源の有効活用に向けた取り組み

精製
（貴金属）

回収
（貴金属）

開発・製造
（触媒）

使用
（触媒）

貴金属低減技術
触媒の活性・耐久性の向上による

貴金属使用量の低減

貴金属回収技術
適切な分離回収技術により
高品質な貴金属を回収精製

クリーンエネルギーの普及を支え、持続可能な社会に貢献
社会への提供価値

希少資源の有効利用を促進し、循環型社会に貢献
社会への提供価値
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持続可能な未来へ　

カーボンニュートラルに向けた技術革新を進め、持続可能で豊かな社会を未来へつなぎます。

2 水素社会の進展	

CO₂を排出しない次世代エネルギーとして注目
されている水素。カーボンフリーな水素社会を
実現するため、水素をより効率的に「つくる・ため
る・はこぶ・つかう」ために必要な触媒の開発に取
り組んでいます。

5 次世代モビリティ	

2050年までのカーボンニュートラルの達成に
向け、モビリティ分野では大変革が起こってい
ます。電動化やグリーン燃料の利用など、モビリ
ティに求められる新たな社会ニーズに応えてい
くべく、先端技術の開発に取り組んでいます。

8 資源循環	

希少で重要な資源である貴金属を使用済みの
触媒から分離・回収する技術を進化させて、貴金
属の循環利用を促進しています。このほか、プラ
スチックのケミカルリサイクルに活用する触媒
技術の開発などにより、資源の有効活用と廃棄
物の削減に貢献していきます。

6 環境浄化	

自動車の排気ガスをはじめ、工場の排気や排水
に含まれる有害物質の分解・無害化に欠かせな
い触媒。住み良い社会を実現するため、きれいな
空気と水を守る浄化技術を進歩させています。

4 技術革新	

DXの推進を支えるAIやIoT、5Gなどのデジタ
ル技術の進化に半導体は欠かせません。また、
カーボンニュートラルの達成に向け、省エネ分
野などで半導体の高性能化・高効率化が求めら
れています。当社はこれらの技術革新に化学の
力で貢献していきます。

3 ヘルスケアの深化	

医薬品やファインケミカルの合成にも当社の触
媒が使用されています。高機能な触媒の開発で
環境負荷を低減する化学合成を可能とするとと
もに、除菌・抗菌用途への展開を進め、世界中の
人々の健康な暮らしを支えていきます。

7 CO2の利活用	

地球温暖化対策として、CO₂の分離・回収や再資
源化のためのカーボンリサイクル技術が注目さ
れています。CO₂と水素から合成されるグリー
ン燃料の製造に活用されている触媒の高機能
化を進め、CO₂の回収からグリーン燃料の合成
までの各工程をさらに効率化していきます。

1 持続的な食料供給	

地球規模の気候変動や人口増加により深刻化す
る食料問題の解決に化学の力で貢献していきま
す。世界中の人々の食生活を支えるため、農薬・
肥料の合成を触媒技術で支えるとともに、フード
ロスの低減に向け長期保存を可能とする高機能
な触媒の開発を進めています。
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財 務
ROIC指標による
財務基盤強化

事 業
社会課題解決に向けた
新規領域への挑戦

経営基盤
ESG経営の推進

触媒の新たな価値を社会に提供し、
持続社会の実現と地球環境保護に大きく貢献する。

ビジョン2030

ビジョン実現のための16のキードライバー

長期ビジョン　

2050年の社会環境を見据え、SDGsに代表される社会課題の解決に向け当社は、「ビジョン2030」を掲げ、
財務・事業・経営基盤という３つの視点から、当社のありたい姿を可視化し、ビジョン達成に向け取り組んで
います。

⓫	事業活動全般における環境負荷物質の低減、環境事故・労災防止の徹底
⓬	貴金属・化学物質管理の強化
⓭	RC（レスポンシブル・ケア）活動の推進
⓮	適切な情報発信・対話によるステークホルダーエンゲージメントの強化
⓯	積極的なチャレンジを促進・支援する人事システムの構築
⓰	ESG経営の推進および活力ある職場環境の実現

❶	ROIC指標を軸とした経営管理プロセスおよび財務基盤の強化

❷	現行ビジネス強化・新規ビジネス創出のための事業推進体制の再構築
❸	新領域開拓と新技術（製品）開発の推進
❹	マーケティング機能強化およびバリューチェーンの最適化
❺	DX活用等による開発プロセスの効率化と新技術創出
❻	プロセスエンジニアリング機能強化によるリーンな生産プロセスの構築
❼	LSS（リーンシックスシグマ）活動推進による全般的な工程の改善
❽	調達機能強化および健全なサプライチェーンの確保
❾	貴金属管理プロセスの最適化
❿	DXの全社展開を推進する体制の構築

企業活動を通じた環境負荷の低減、社会との連携強
化、法令を遵守した透明性のある健全な企業経営の推進
といった企業の社会的責任（CSR）履行という観点にとど
まらず、昨今は企業にも社会課題解決への積極的な貢献
が求められています。
当社が扱う触媒は、石油化学や自動車、医薬などの幅
広い産業にて活用され、産業の発展を支えるとともに、
自動車排出ガスに含まれる有害物質の無害化など、環
境問題の改善に寄与してきました。近年さらに深刻さを
増す地球温暖化や海洋汚染、食料問題などの社会課題

解決の貢献においても触媒は大きな役割が期待されて
います。そこで当社は、財務・事業・経営基盤という3つの
視点から当社のありたい姿を可視化し、中長期目標として
「ビジョン2030」を掲げ、取り組みを進めています。
そしてこの「ビジョン2030」の実現に向けて必要とな

る社内体制の整備や変革を図るため、会社の基盤や仕組
みとして「16のキードライバー」を定めています。これら
のキードライバーを一つひとつ確実に実行することで、
触媒の新たな価値の提供を通じた持続社会の実現と地
球環境保護へのさらなる貢献を目指しています。

財 務

事 業

経営基盤

ビジョン実現のための「16のキードライバー」

スループットを高めるリー
ンな社内プロセスを構築し、
ROIC指標により事業運営
に必要な資産を計画的に配
置し、事業の持続成長・発展
を支え財務基盤を強化する。

これまで培ってきた触媒技
術や顧客との信頼関係を基
礎に、SDGsに代表される社
会課題解決に貢献する新た
な触媒技術の開発と事業領
域を開拓し持続成長する。

ESG理念の下、健全な企業
経営を図り、社員が当社で働
く喜びを共有し、ステークホ
ルダーと連携して持続的に
イノベーションを生み出す環
境および体制を構築し企業
価値向上を目指す。
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■　サステナビリティ経営を推進する要素
さらに、サステナビリティ経営を推進するため、特定され

たマテリアリティを①社会課題解決型製品の創出、②持続可
能なサプライチェーンと持続可能なオペレーションの構築、
③強固な経営基盤の3つの要素に分類し、各要素の関連を
整理しました。

そして、各マテリアリティについて、ESGにおける重要項目
およびSDGsの観点から整理し、具体化した個別課題を「ビ
ジョン2030」のなかに組み入れ、取り組みを進めています。

エヌ・イー ケムキャットは、経営理念のもと事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献し、
社会に求められる企業として持続的な成長を遂げていくサステナビリティ経営を推進しています。

サステナビリティ経営　

昨今、地球温暖化や海洋汚染、森林破壊などの環境問題
がより深刻さを増しており、そのほかにも貧困、人権侵害な
ど様々な社会課題が山積しています。将来にわたって社会
を持続可能なものにするためには、国連の「SDGs（持続可
能な開発目標）」などに示された社会課題の解決が重要であ
り、これらの社会課題解決へ向けて何ができるかという点
に、企業の存在意義が問われているといえます。

当社は、1964年の創業以来、触媒や貴金属回収・精製に

関わる事業を柱として、化学工業の発展に寄与し、社会の豊
かさを支えるとともに、大気汚染の防止など、環境負荷の低
減に大きな役割を果たしてきました。

そして、これまで培ってきた技術や知見をもとに、地球温
暖化やエネルギー問題、食料保存や医療など、持続可能な
社会の実現に向け貢献できるポテンシャルは高く、その解決
に力を発揮することは、当社に求められる大きな使命である
と考えています。

持続可能な社会の実現へ向け、自らの強みを生かし優先的
に取り組むべき重要な課題（マテリアリティ）を特定しました。

■　重要課題特定のプロセス
マテリアリティの特定に向けて、従業員で組成する「ESG／

SDGs推進プロジェクト」を立ち上げ、約5カ月に及ぶ議論を
行いました。ESG／SDGsに深く関わる過去から現在に至る
当社の取り組みと、未来を見据えた当社のあるべき姿につ
いての議論も踏まえたうえで、「経済的価値」と「社会的価
値」の2軸で取り組むべき事項を抽出し、優先順位付けを行

い、その結果をマッピングしました。
このマッピングにより「経済的価値」と「社会的価値」の双

方が高いと認識された取り組みを重要課題の候補とし、外
部有識者との意見交換等を経て、8つのマテリアリティを決
定しました。

当社は、経営理念で掲げる当社の存在意義に従い、多様な
ステークホルダーとの信頼関係を強固にするとともに、ESG
を意識した持続可能なオペレーションや事業・製品の創出に

よって、SDGsに代表される社会課題の解決に貢献し、企業価
値の向上と持続可能な社会の実現を目指しています。

■　価値創造のストーリー

■　重要課題（マテリアリティ）

経営理念 持続可能な
社会の実現

企業価値の
向上

社会課題
（SDGs）
の解決に貢献

ESGを意識した
持続可能なオペレーション

ESGを意識した
事業および製品の創出

事業活動

持続可能なサプライチェーン
（CSR調達、環境負荷低減）

強固な経営基盤 財務基盤、安心・安全な職場環境の実現、
ステークホルダーエンゲージメント

持続可能なオペレーション
挑戦する人材・風土の構築

商品
企画

原料
調達 製造 販売

多様性のある労働環境の構築

2 1

3

社会課題
解決型製品
の創出

SDGs

分類 マテリアリティ ESGにおける重要項目 内容 SDGs対応目標

E

社会課題解決製品の開発 事業を通じ、環境問題を中心とす
る社会課題解決に貢献

●　環境配慮型製品の開発
●　健康・安全配慮型製品の開発
●　資源保全型製品の開発

サプライチェーン全体による
環境負荷軽減

2050年カーボンニュートラルを
目指して、事業運営全般にわたる
環境負荷の軽減

●　�事業活動全般にわたるCO₂、水の使用量、
廃棄物の継続的な削減

●　高効率なエネルギーマネジメント
●　レスポンシブル・ケア（RC）活動の推進有害物質の使用抑制および環境

事故防止の仕組みの構築

S

ステークホルダー
エンゲージメント

ステークホルダーとのコミュニケ
ーションを重視

●　�顧客、供給先、従業員、株主との相互理解
の促進

●　コーポレートブランディングの強化
●　従業員の帰属意識向上

企業として信頼され正当な評価を
受けられる努力を継続

CSR調達の実現 紛争鉱物の回避等、健全なバリュ
ーチェーンの構築

●　�調達方針の策定（紛争鉱物、グリーン調達
含む）

●　�調達先選定の審査とモニタリングの実施

G

経営基盤の安定化

適切な経営体制・組織の整備およ
び経営情報の開示 ●　コンプライアンス推進体制の強化

●　�危機管理への対応整備（広報活動、・
BCM含む）

●　ROIC経営徹底による事業効率性の向上
●　財務目標の設定と管理

数値目標による効率的な事業管
理の仕組み構築
コンプライアンス推進、総合的な
リスク管理体制の整備

安心・安全な職場環境の実現

環境・安全衛生を総合的に管理す
るシステムの構築

●　�職場での事故を防止する総合的な仕組
みづくり（RC活動）

人権が尊重され、安心して働ける
職場環境の形成 ●　ハラスメントの撲滅

挑戦する人材の育成、
挑戦する風土の醸成

社員の役割・目標が明確で、その
成果が適切に評価される仕組み
の構築

●　�社員の役割・目標と求められる行動特定
の明確化

●　�公平かつ透明性のある人事評価制度の構築

社員の個性と多様性が尊重され、
挑戦が促進される職場環境の形成

●　挑戦する人材の育成
●　�多様な意見を受け入れ、自由闊達な議論が
交わされる風土の醸成

多様性のある労働環境の構築 ●　採用・人材登用の多様化
●　働き方の多様化（リモートワークなど）

事業で培った力を社会課題の解決に生かす　

エヌ・イー ケムキャットの価値創造　

マテリアリティの特定　
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特別企画 役員インタビュー　

化学の力で社会を支える

排出ガス浄化触媒技術による
持続可能な未来への挑戦

執行役員 研究開発センター長    吉村 昌寿

私たちの社会的使命

自動車の排気ガスに含まれる有害物質をどのよう
に減らすかは、重要な社会課題のひとつです。私たち
は、「大気をきれいにする」ことを通じて、人々の健康
や環境を守るという社会的な使命を果たすべく、排出
ガス浄化触媒の開発や製造に取り組んできました。

1970年代半ばに大気汚染の深刻化が問題とな
り、排出ガス規制が制定されるようになりました。そ
の後、度重なる規制の強化に応じて、求められる技術
は変化していますが、一貫して排出ガス浄化触媒の
性能向上に努めてきました。

当社では、1979年に現在の沼津事業所で触媒の
製造を開始して以来、貴金属塩や貴金属触媒に関す
る知見をベースに、触媒の性能向上と量産性の両立
を目指した製造方法の改善に取り組んでいます。ま
た、触媒のエンジン評価体制を充実させ、分析・解析

技術の向上にも努めてまいりました。こうした努力の
積み重ねが、長年に渡ってお客様から信頼を寄せて
いただいている理由の一つだと考えています。

排出ガス規制強化への適応

ここ数年、脱炭素の流れを受けて、自動車業界では
「いかに化石燃料の使用量を減らすか」という大きな
テーマのもと、電動化が急速に進んできました。しか
しながら、ここに来て、航続距離、冬場におけるレジリ
エンス性（寒冷地でも安定して稼働できるか）といっ
た観点から、ガソリン車・ディーゼル車等、内燃機関を
搭載した車両があらためて評価されてきています。
一方で、Euro7や、アメリカのTier5といった各国の
排出ガス規制はますます厳しくなっており、お客様で
ある自動車メーカー各社はその対応が求められてい
ます。当社としても、こうしたニーズに応えるべく、内

燃機関車向け触媒の研究開発に引き続き取り組みな
がら、有害物質の除去性能をさらに高めていきます。

さらなる低公害化に向けては、共通する基盤技術
の開発だけではなく、車両の種類や使用環境、さらに
搭載されるエンジン毎の特性を踏まえた緻密な触媒
設計も必要です。私たちは、パワートレインの環境性
能を最大限に引き出せるよう、排出ガス温度や走行
条件の違いに合わせ、触媒組成・担体種・塗布量等の
最適化をさらに進めていきます。

多様化するパワートレインに応える 
技術革新

ガソリン車・ディーゼル車に加えて、脱炭素化の流
れを汲んで、ハイブリッド車（HEV）、プラグインハイ
ブリッド車（PHEV）等の電動化車両やエタノール混
合燃料や水素を使用する車両等、パワートレインの
多様化が進んでいます。

これらの車両では、排出ガスの組成や温度、さらに
は運転モードが従来の内燃機関とは大きく異なるこ
とから、使用環境に適した浄化性能を発揮する触媒
を新たに開発する必要があります。例えば、エタノー
ルではアルデヒドやその他含酸素有機化合物等、従
来とは異なる成分が生成され、また水素を燃料とす
るエンジンではNOxが排出されるため、各特性に合
わせた排出ガス浄化触媒の開発が必要です。

モビリティ分野における新燃料の活用は、依然とし
て実証段階にあり、今後どの方式が主流となるかは
見通せない状況ですが、こうした中でも当社は、多様
な選択肢を視野に入れて研究開発を進めることで、
カーボンニュートラル社会の実現に貢献する技術の
創出を目指し、挑戦を続けています。

水素社会の実現を見据えた 
電極触媒開発

また、当社は、有害ガスを排出しない燃料電池技術に
注目し、燃料電池自動車（FCV）に使用する「電極触媒」の
開発に20年以上取り組んできました。FCVの普及には

電極触媒の高性能化が重要なテーマとなっています。
そこで当社は、長年にわたり白金系触媒に関し蓄積

してきた知見を活かして、貴金属の使用量を抑えなが
ら、高活性と耐久性を実現する電極触媒の開発を進
めています。加えて、白金を担持する担体の物性も触
媒性能を向上させるには重要であり、多孔性カーボ
ン等、世界中の最先端の素材をリサーチしながら、最
適な素材の選定と活用にも取り組んでいます。

水素社会の到来が現実味を帯びつつある今、当社
は次世代モビリティとして注目されるFCVの中核技
術を支えるべく、触媒メーカーとしての役割を果たし
ていきたいと考えています。さらに白金の使用量を抑
えることで、省資源化とコストダウンの両立を図り、車
両価格引き下げにより、FCVの普及に貢献したいと考
えています。

モビリティから産業用途へ ― 
広がる応用領域

カーボンニュートラルという観点では、アンモニア
の利活用技術にも注目しています。アンモニアは、水
素キャリアでありながら、燃焼時にCO₂を排出しない
という利点もあることから、火力発電や船舶等の産業
用途での導入が進みつつあり、最も早く社会実装が
進む可能性のあるカーボンニュートラル燃料のひと
つだと考えています。

一方で、アンモニア燃焼には、未燃のアンモニアや
NOx、さらには温室効果ガスであるN₂Oが副生成さ
れやすいという課題もあります。私たちはこれまで自
動車の排出ガスで培ってきた触媒技術を生かしてこ
うした副生成物を適切に処理する触媒の開発を進め
ています。

このように、自動車排出ガス浄化で培った技術は
今、モビリティを越えて、産業・エネルギー分野へと
広がりを見せています。触媒の力で、より多様な場
面から、世界規模で抱える社会課題解決に貢献して
いきたいと考えています。
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特別企画 役員インタビュー　特別企画 役員インタビュー　

蓄積しています。これらの知識は、将来的に社会課題
を解決するための技術の核になると確信しています。

ただ、そうした技術を実際に社会実装するとなる
と、やはり一社だけの力では限界があります。そこで
私たちは、国の研究開発プロジェクト（国プロ）をはじ
めとして、同じ志を持つ外部パートナーとの共創を進
めています。

限りある貴金属をいかに使いこなすか

排出ガス浄化触媒に使用されるプラチナやパラジ
ウムといった貴金属は、希少で埋蔵量にも限りがあり
ます。こうした希少資源を無駄なく最大限に活かすこ
とは、サステナブルな社会に向けた重要な取り組み
の一つです。

一方、製品に使用される貴金属量と性能は一般的
に比例するので、貴金属の使用量を減らしながら性能
や耐久性を確保し、さらに高めていくことは容易では
ありません。ナノレベルの構造制御や高分散化といっ
た技術が重要となり、こうした技術を駆使することで、
排出ガス浄化触媒では、希少な貴金属の使用量を20
年前と比べて4分の1程度にまで低減することが可能
となりました。

私たちが培ってきた貴金属低減技術は、社会に貢献
する技術です。そして、貴金属低減と性能向上の両立
を実現できることが当社の強みであり、さらなる技術
革新に取り組むことで、社会に貢献していきたいと考
えています。

持続可能な未来に向けて

脱炭素に向けて、私たちを取り巻く情勢も大きく変
化してきています。特に自動車業界では、100年に1
度といわれる大転換期を迎えていますが、それを支
える触媒技術も進化を続けています。カーボンニュー
トラル燃料から排出されるガスの浄化等、新たな技術
についても視野に入れつつも、現行の排出ガス浄化
触媒についても、当社の基盤である触媒製造技術の
更なる高度化を追求し、改良を進めていきます。

「見えない信頼性」を支える品質

触媒は車両の内部にあり、ユーザーから直接見るこ
とはできません。だからこそ私たちは、安心してお使
いいただくために、「あらゆる環境で安定した性能を発
揮できるよう」再現性のある品質を追求しています。

当社の強みは、まず材料そのものに対する深い知
見と解析力にあります。触媒は、単に貴金属を混ぜれ
ば機能するものではありません。ナノレベルでの担
体構造や貴金属の分散状態、添加元素との相互作用
等、多くのパラメータが複雑に影響しあっています。
それらを適切に制御するため、長年にわたる試験
データと反応メカニズム解析の蓄積が、当社の財産
となっています。

また、開発時には、所定の性能を発揮する触媒を設
計するだけではなく、量産性も考慮する必要がありま
す。量産でのトラブル発生を防ぐため、開発から生産
技術、製造へと移行する段階で、製造過程で起こり得
る不具合を未然に防ぐため、製造条件の最適化や材
料選定を各部署が協力して進めています。安定した
製造を確保するためには、この協力体制を確実に構
築することが重要だと考えています。

そして、高品質な製品を提供するためには、検証も

そして、モビリティにとどまらず、私たちはこれまで
積み重ねてきた化学の知識や技術力を活用し、環境
に配慮しながら、人々の生活や社会全体の持続可能
性を支えるために、その適用領域を拡大していきた
いと考えています。

たとえば、グリーン水素。その社会実装は、近い将
来に訪れると考えています。当社としては、水素をつ
くる、ためる・はこぶ、つかう等の水素バリューチェー
ンを構築するために必要となるさまざまな技術を、で
きるだけ早期に確立し、いつでも提供できる状態にし
ておきたいと考えています。現状の事業とのバラン
スを見つつ、技術が完成するまでは開発を継続する
という意思で取り組んでいます。

またエネルギー分野にとどまらず、フードロスやヘ
ルスケアといった新たな領域にも触媒技術の応用を
目指し、引き続き「化学の力で社会課題を解決する」と
いう私たちの社会的使命を果たしながら、よりよい未
来を実現できるよう、これからも挑戦を続けていきたい
と思います。

不可欠です。お客様から提示された実際の使用条件
に基づき、それを想定したエンジン試験を行い、性能
や耐久性をクリアした触媒を提供しています。エンジ
ン評価体制にも多くのリソースを投じており、データ
の精度にも細心の注意を払っています。

知見と経験を活かす開発体制

こうした知見や体制を最大限に活かすには、組織と
しての「連携」と「共創」が欠かせません。

私が所属する研究開発センターは、2009年に自動
車排出ガス浄化触媒の開発部門、プロセス触媒の開
発部門、分析部門を統合して立ち上がりました。近頃
は、センター内での連携がより密になり、活発な議論
が交わされるようになってきました。その結果、以前
なら解決が難しいと感じていたテーマも、部という垣
根を超えて取り組むことで、短期間に解決できるよう
になってきました。

2022年には、基礎開発部が立ち上がり、DXの観
点から、シミュレーション技術を活用した触媒設計期
間の短縮や性能予測を通じて、排出ガス浄化触媒と
プロセス触媒の開発を支援しています。

たとえば、排出ガスが触媒層を通過する際の流体
挙動や温度変化、反応分布等をコンピュータ上で再
現・可視化することで、これまで把握しきれなかった
現象を事前に解析できるようになりました。その結
果、従来以上に精密かつ効率良く設計できるようにな
り、開発期間の短縮や試作・実験の最適化にもつな
がっています。さらには、実機搭載後の耐久性の予測
までをも視野にDXを推進しています。

基礎開発部は、基盤となる技術の開発と活用をミッ
ションに掲げていますが、研究開発センター内にとど
まらず、製造現場の声に耳を傾け、量産化時に生じる
課題の解決や生産設備の設計においても活躍してい
ます。課題を解決しながら、製造部門のメンバーの教
育も並行して進め、現場のシミュレーション技術の底
上げと組織の自走を支えています。

また、私たちは、株主やアカデミアとの連携を通し
て、先端材料や新しい化学反応に関する知見を日々
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RC推進体制
当社では、RC活動を推進するためにRC委員会を設置して

います。
2024年度に実効性向上を目的として組織体制の変更を行

いました。これにより、新たな全社RC委員会のもとで、各事業
所の安全衛生委員会・衛生委員会および環境保全委員会が
主体となり、RC活動を推進する体制へと移行しています。

RC推進体制図

RCマネジメントシステム
当社は、レスポンシブル・ケアマネジメントシステム（RCMS）

を活用して、RC活動を展開しています。RCMSは、ISO14001、
OSHMS（ISO45001）の要求事項を満たしており、コードご
とに管理内容が明確にされています。

RC活動の基本（6つの柱）

Code 1
環境保全

Code 2
保安防災

Code 3
労働安全衛生

Code 4
物流安全

Code 5
化学品・製品安全

Code 6
社会との対話

Code 0　マネジメントシステム

RC監査体制
RCMSに基づき、年1回、各事業所において監査を実施し

ています。

RC活動

RC活動は、化学品を取り扱う企業が、自社製品の開発か
ら製造、物流、使用、最終消費、そして廃棄に至るすべてのラ
イフサイクルにおいて、「環境・安全・健康」の確保に取り組
み、その成果を社会に公表し、積極的な対話・コミュニケー
ションを図る自主的な取り組みです。

この活動は、現在、世界約70カ国の化学工業協会におい
て広く展開され、日本では日本化学工業協会（JCIA）がその
推進を担っています。当社は、RC活動の趣旨に賛同し、社会
からの信頼の深化と持続可能な社会への貢献を目指して、
2020年度よりJCIA内のレスポンシブル・ケア委員会に参加
しています。

また当社では、製品の全ライフサイクル
における環境・安全・健康を最重要事項と
捉え、保安防災および物流安全に関する
項目も含んだレスポンシブル・ケア方針を
策定し、積極的に取り組んでいます。

レスポンシブル・ケア方針

当社は、環境・安全・健康を最重要事項と認識し、自主的・
継続的なレスポンシブル・ケア活動として以下のことに
取り組む。

（１） �製品の開発から廃棄に至るまでの全ライフサイクル
にわたって、環境負荷の低減と環境保全を図る。

（２）  �「安全は全てに優先する」を基本に、無事故・無災害
を目指し、安全な職場環境の整備および設備の保安
管理に取り組み、全ての事業従事者および地域社会
の安全確保を図る。

（３） �原料、中間品、製品などにおいて取り扱う化学物質
の安全性を確認し、それらの適切な取り扱いに関す
る情報提供を行い、従業員、物流関係者、顧客など
関係する人々の安全・健康に配慮する。

以上の活動の成果を社会に開示し、ステークホルダーと
の適切なコミュニケーションを図る。

本社
衛生委員会

つくば事業所
安全衛生委員会
環境保全委員会

全社RC委員会

生産本部長

代表取締役社長

沼津事業所
安全衛生委員会
環境保全委員会

エヌ・イー ケムキャットは、レスポンシブル・ケア（RC）活動を「ビジョン2030」を達成するための
16のキードライバーの一つとして位置付け、積極的に推進しています。

レスポンシブル・ケア活動

地球環境保全への積極的な取り組みは、企業が果たすべき重要な社会的責任です。
エヌ・イー ケムキャットは、事業活動のすべてのプロセスにおいて環境負荷低減に努めています。

環境への取り組み

環境マネジメント

当社は、「企業の社会的責任を果たし、私たちを取り巻く
環境や社会との共生を図る」ことを経営理念として定め、レ
スポンシブル・ケア方針のもと、事業を通じ積極的に環境保
全活動に取り組んでいます。

環境マネジメント推進体制
当社では、レスポンシブル・ケア方針のもと、環境負荷の

低減に取り組んでいます。
各事業所では、事業所長を議長とする環境保全委員会を

設置し、「環境保全」「化学物質管理」に関する取り組みを推進
しています。その進捗は、全社として生産本部長を議長とす
る全社ＲＣ委員会に報告され、監督しています。

また、エネルギー管理委員会を別途設置し、CO2の削減や
省エネルギー活動に取り組んでいます。

環境マネジメントシステム
当社は、環境マネジメントシステムISO14001の認証を

取得し、継続的な改善を行っています。また、環境マニュアル
を定め、日々の業務において環境活動を行っています。

環境マネジメントシステムの認証取得事業場

沼津事業所、つくば事業所ISO14001:2015

環境教育
当社では、社員に環境マニュアルの浸透を図るとともに、

環境意識の向上や各種環境関連法令を遵守するための教
育・訓練を実施しています。

2024年度の主な環境教育

教育・訓練プログラム名 実施事業所
環境月間（社長メッセージ） 全社
内部監査員講習 沼津／つくば
環境パトロール つくば
高圧ガス（LNG）漏洩訓練 つくば
薬品漏洩・緊急遮断弁訓練 沼津／つくば
塩素ガス漏洩訓練 沼津

環境負荷低減への取り組み

省エネルギーの推進
当社は、エネルギー管理委員会において、省エネルギーに

関する新技術導入をはじめ、全社のエネルギー計画の推進
を行っています。

また、事業活動全般における環境負荷物質の低減や環境
事故・労災防止の徹底をビジョン2030実現のための16の
キードライバーの一つとして位置付けて、取り組んでいます。

2024年度は、生産工程の改善や老朽化した設備の更新
等の計画を実行し、省エネルギーの推進に取り組みました。

エネルギー利用量の推移
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※2023年度より省エネ法改正に伴い算出方法変更
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GHG排出原単位の削減
当社は、2030年に2013年対比でGHG（温室効果ガス）

排出原単位50%とすることを目標に掲げ、地球温暖化の原
因とされているGHG排出の削減に向けた取り組みを進めて
います。

GHG排出原単位の削減目標
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環境への取り組み

■　製品含有化学物質の管理
製品に含有される化学物質については、サプライチェー

ンの各フェーズ（①購買、②製造、③引き渡し）の管理基準を
明確にし、サプライチェーン全体において適切な管理ができ
るように取り組んでいます。

サプライチェーン全体で製品含有化学物質の管理を行う
には、化学品（原材料）から変換される製品・中間体の含有化
学物質を適切に管理することが鍵となります。

当社では、製品の設計開発段階からサプライチェーンに
おける含有化学物質の確認および法令該当の有無を検討
し、化学物質量の管理や混入汚染の防止等を組み込んだ製
品設計および工程設計に取り組んでいます。

生物多様性への取り組み
沼津市にて事業を行う当社は、狩野川の支流である黄瀬川

や、流入河川の水質・環境保全の促進を目的に活動している
「狩野川水系水質保全協議会」に参画し、水環境保護活動に取
り組んでいます。同協議会では、2024年度は水生生物の観
察会や清掃美化、生物多様性や外来生物についての環境講
演会等の活動を行っており、同団体に所属し活動を支援する
ことで、魚や鳥等の多くの生物を育む狩野川水系の水質を守
り、生物多様性の保全に貢献しています。

産業廃棄物の再資源化量およびリサイクル率の推移
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化学物質の管理
当社は、社内で扱う化学物質に加え、設計、製造から納入

に至るプロセスで使用するすべての原材料および製品に含
有される化学物質の管理体制を構築しています。

■　化学物質関連法令の遵守
当社では、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律

（化審法）」「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管
理の改善の促進に関する法律（化管法）」「労働安全衛生法」な
どの関係法令を踏まえ、「化学物質管理規定」において管理手
順を定め、化学物質の適正な管理をしています。

また、当社は、REACH規則をはじめとする各国の化学物
質管理規制を遵守し、グローバルな視点で化学物質の適正
管理を行っています。

サプライチェーン全体での情報伝達体制を整備し、海外
市場向け製品の安全性と法令遵守を確保しています。

資源の有効活用
■　貴金属のリサイクル

使用済みの触媒に含まれる貴金属（Pt、Pd、Rh、Ru等）は
重要な資源です。当社では、自社に回収精製の施設を有し、
廃貴金属触媒に複数の貴金属種、添加元素、あるいは使用
中に付着した被毒元素などが含まれる場合でも、適切な分
離回収技術により高品質な貴金属を回収し、精製することが
可能です。

各金属については、以下のとおり純度９９．９％以上の精度
で回収を行っています。

貴金属回収をより効率的に行えるよう、新たな吸着剤の
開発など回収技術のさらなる向上に努めています。

廃棄物への取り組み
当社の廃棄物のなかで最も多くを占める排水中の汚泥の削

減に向けて、生産工程の見直しや装置・機械の入れ替えなどに
取り組んでいます。

2024年度のリサイクル率は目標である99％を達成しまし
た。引き続きリサイクル率99％という高水準を維持しながら、
廃棄物の有効活用と資源循環のさらなる促進を図ります。

産業廃棄物排出量の推移
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［目標達成に向けた取り組み］
•	�使用する電力やLNGの省エネルギー・ロス削減対策
　（LED照明の導入、効率の良い空調機器の導入）
•	エネルギー効率の高い設備・技術の導入
•	開発・生産効率の改善
•	再生可能エネルギーの導入

GHG排出量およびGHG排出原単位※の推移

2022 202320212013
(基準年)

■ GHG排出量　■ GHG排出原単位100％
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2024
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水資源の有効利用
当社では、地域特性に応じた水源（井水・上水・工業用水）

を用途に応じて使用し、水使用量の最小化に努めています。
また、一部排水については屋上散水などに再利用していま
す。

水利用量および工業排水量の推移
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プラチナ

Pt
純度99.95%

以上

ルテニウム

Ru
※

パラジウム

Pd
純度99.95%

以上

金

Au
純度99.95%

以上

ロジウム

Rh
純度99.9%

以上

※ルテニウムは塩化ルテニウムとして回収しています。

購買段階

化学品
（原材料）

確認

製品･中間体
（貴金属錯体等）

製造段階 引き渡し段階

購買製品の
製品含有化学物質情報
・ ＳＤＳ、　
chemSHERPAなど

引き渡す製品の
製品含有化学物質情報
・ ＳＤＳ、　
chemSHERPAなど

混合・反応後、成形・焼成など

製造情報に基づいて
「購買製品の製品含有化学物質情報」
を変換

サプライチェーンと製品含有化学物質の管理
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品質保証活動

品質方針
当社は、お客様に満足いただける製品を提供するために、

品質方針を定めて、さらなる品質の改善に努めています。

品質マネジメント体制
当社では、代表取締役社長の指示のもと、サービスの品

質保証ならびに製造物の責任者に生産本部長を任命し、品
質不具合の未然防止など品質保証活動を推進しています。

また、品質マネジメントシステムとして、ISO9001やIATF 
16949の認証を取得しており、お客様に満足いただける品
質の良い製品を安定して供給できる体制を整えています。

品質マネジメントシステムの認証取得事業場

ISO9001:2015 沼津事業所

IATF16949:2016
（自動車触媒） 本社、沼津事業所、つくば事業所

品質監査
■　製品への取り組み

各事業所では、マネジメントシステムに基づき、外部監査、
内部監査を年に1回実施しています。

■　物流への取り組み
当社は、物流プロセスでの不慮の事故による製品損傷や、

品質方針
1. 当社の品質方針は以下とする。
（１） 顧客が満足する品質を提供し、信頼を得る。
（２） 全員参加で継続的な改善を図る。

2. �方針を達成するため、以下各号に定める事項を推進
する。
（１） �ISO-9001等に適合する品質マネジメントシステム

を構築すると共に、システムの継続的改善を図る。
（２） �各部門で品質目標を設定・実行し進捗状況を把

握しながら、定期的に見直しを図る。
（３） �品質方針の適切性については、マネジメントレ

ビューで見直しを行う。
（４） �品質方針を全構成員に周知し、理解を深める。

2024年度に受賞した品質関連表彰

ダイハツ工業 連続品質優秀賞 2024 年 5 月

SUBARU 品質優秀賞 2024 年 5 月

日野自動車 品質管理優良賞 2025 年 3 月

品質管理教育
当社は、品質マネジメントに携わる人材の能力向上のた

め、品質マネジメントシステムの規格や概念論、IATF16949
に基づくコアツール理解や品質管理手法の理解など、内部監
査員の力量維持等を目的とした教育・研修を積極的に行って
います。

また、品質に関する適切な牽制機能を果たせるよう、品質
管理に関わる社員を対象として、外部資格の取得や外部セ
ミナーへの参加を推奨し、支援しています。

〈資格・検定〉・IATF16949サプライヤー監査員（SAC）
・日本規格協会 QC検定

〈セミナー 〉・ISO9000審査員研修コース
・IATF16949内部監査セミナー

作業ミスによるお客様への影響を未然に防止することを目
的とし、定期品質監査を実施しています。特に、作業の標準
化と力量基準の設定、標準どおりの作業と力量の監視に重
点を置き、是正と改善に努めています。

品質パフォーマンスの向上
当社では、品質パフォーマンス向上のため、以下の取り組

みを行っています。

■　品質改善のための社内会議体等
当社は、品質不具合の再発防止を確実にするだけではな

く、各部門が連携してリスクを考慮した品質不具合を未然に
防止するための体制を構築しています。

• 監査報告会	 • 品質会議
• 品質製造連絡会	 • 品質ヒヤリハット（不具合報告）
• 品質パトロール	 • 品質リスク低減活動

■　技術協力体制
当社では、自動車排出ガス浄化触媒など、日本で開発され

た触媒の性能を損なうことなく、海外の生産工場でも製造
できる技術移管の体制が整っています。

また、BASFグループとの技術交流を定期的に行い、最新
技術を導入することで、さらなる品質改善を図っています。

BASFグループとの協力体制

◉	エヌ・イー ケムキャット
●	BASFとエヌ・イー ケムキャットの共同事業（排出ガス浄化触媒）
■	BASFの製造・研究拠点（排出ガス浄化触媒）
▲	BASFの製造拠点（プロセス触媒）

■　品質評価
当社は、触媒の開発からスケールアップまで、お客様と二

人三脚で行うケースが少なくありません。そのため、お客様
の満足度と品質の向上を目的として、毎年「顧客満足度調
査」を実施し、継続的な品質の改善に取り組んでいます。

エヌ・イー ケムキャットは創業以来、お客様の信頼と期待に応える製品やサービスを提供してきました。
引き続きお客様の課題解決に貢献できるよう、継続的な品質の向上に取り組んでいきます。

リーンシックスシグマ（LSS）活動 GB／BB／MBB認定者数

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第8期 第9期第7期

66
1212

1818
2121

2626
3232

3838 4040
4444

■ GB　■ BB　■ MBB
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チームマネジメント
ステークホルダー管理
意思決定と最終決定

自己のリーダーシップ開発
メンバーのリーダーシップ開発

メンバーの動機付け

事業プロセスの改善
実際の問題解決（改善機会の実現）
創造的思考
変革管理
継続性と管理
プレゼンテーションと報告のスキル
組織の利益についての識別と
優先順位付け

プロジェクトマネジメント

LSSのツール

リーダーシップ

数値分析能力

4つの能力

統計的技法
リスク分析とリスク管理
データの収集と分析

統計ソフト活用

Six Sigmaの技法
Leanの技法
顧客志向
プロセス思考のスキル

LSS（Lean Six Sigma）活動とは、定量的なプロセス改善・品質改
善の世界標準手法の一つです。当社は、LSS活動を単なる業務改善
の手段ではなく、グリーンベルト（GB※1）／ブラックベルト（BB※2）／
マスターブラックベルト（MBB※3）に求められる4つの能力を総合的
に開発し、将来リーダーとなる人材を育成することを目的として、活
動に取り組んでいます。

2019年の活動開始以降、2024年7月に終了した第9期までに
MBB：1名、BB：4名、GB：44名が認定を受け、職場において中心的な
役割を担いながら、活動を推進しています。

2024年度の主な品質管理教育

お客様とともに　品質保証活動

※1　グリーンベルト（GB)：LSSの資格の一つ。通常の業務範囲におけるLSSプロジェクトを主導する。
※2　ブラックベルト（BB)：GBの一つ上の資格。GBへの指導・助言や、分野を横断したLSSプロジェクトを主導する。
※3　マスターブラックベルト（MBB)：�全社的なLSS活動の展開・定着を担う資格。LSSプロジェクトの管理、LSS活動の中長期計画、経営層への支援、トレーニング、 

プロジェクトコーチング、社内認知度の向上などを行う。

LSＳにより開発する４つの能力

教育・研修プログラム名 実施事業所
IATF16949の規格の理解 つくば
IATF16949 コアツール教育（PFMEA） 沼津／つくば
IATF16949 コアツール教育（コントロールプラン） 沼津／つくば
ISO9001の概要 本社
プロセスアプローチ 本社
いきさつダイヤグラム／なぜなぜ分析 沼津
計測器管理 沼津
検査ばらつき 沼津
内部監査について 沼津／つくば
供給者監査について つくば
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CSR調達

調達方針
当社は、経営理念に基づき調達方針を定め、取引先をはじ

めとするステークホルダーの皆様と共有することで、CSR調
達を推進しています。

紛争鉱物の排除を徹底し、環境に配慮したグリーン調達に
取り組んでいます。

調達方針

1 . �関係法令を遵守し、社会倫理に基づき調達活動を行
います。

2 . �公平・公正に調達先を選定するとともに、信義誠実に
取引を行い、相互理解と信頼関係の強化・発展に努
めます。

3 . �紛争鉱物の排除を徹底し、人権侵害行為等に加担す
る恐れのある物品の調達を行いません。

4 . �地球環境の保全に配慮し、調達活動を通じて環境負
荷が低減されるよう努めます。

マネジメント体制
当社は、経営管理部の主管のもと、事業所の購買部門と

連携しながら、CSR調達を推進しています。

CSR調達ガイドライン
サプライチェーン全体でCSR活動を推進するため、CSR

調達ガイドラインを定め、環境・人権・法令遵守などの当社の
CSR調達に対する考え方を明確にし、周知を図っています。

CSR調査
エヌ・イー ケムキャットでは、グローバル・コンパクト・ネット

ワーク・ジャパン（GCNJ）が開発した「CSR調達セルフ・アセス
メント質問表」を用いたCSR調査を毎年実施しています。

2024年度は、主要な取引先22社より回答を受領、回答の
平均得点率は89.0％でした。未回答企業は次回調査の実施
対象に含め、改めて回答依頼するとともに、取引先との継続
的な対話を通じて、責任ある調達の実現に向けて共に取り
組んでいます。

CSR調査フロー

紛争鉱物について
アフリカのコンゴ民主共和国およびその隣接国で採掘さ

れる、スズ、タンタル、タングステン、金、コバルトなどの鉱物
に関する取引は、武装勢力の資金源となっていることが指摘
されています。

当社は、金、タングステンを使用した製品を製造していま
すが、これらの紛争地域から調達される紛争鉱物を使用しな
いことをＣＳＲ調達ガイドラインに定めています。

また、同地域に限らず、国際社会で問題となっている児童
労働および強制労働などの人権侵害、環境破壊などに関わ
るおそれのある鉱物を調達しないことを定めています。

エヌ・イー ケムキャットは、サプライチェーン全体でCSRに取り組むため、取引先と調達方針および
CSR調達ガイドラインを共有し、取引先と協力して社会課題の解決に取り組んでいきます。

経営理念・企業行動指針

調達方針

CSR調達ガイドライン

取引先へのCSR調達ガイドライン周知

CSR調査先の選定

取引先でのCSR調査への回答

改善要請・改善支援

取引先での改善活動

責任ある調達の実現

1.　環境
①環境マネジメントシステム
環境活動を推進するための全般的な管理の仕組みを構築
し、運用する。
②温室効果ガスの削減
事業活動に伴い発生する温室効果ガスの削減活動を推進
する。
③環境負荷低減
大気、水、土壌等の汚染防止に関する各国・地域の法令を
遵守するとともに、継続的に環境負荷物質の削減を行う。

④省資源・廃棄物削減
廃棄物の適正処理・リサイクル等に関する各国・地域の法
令を遵守するとともに、資源の有効活用を行う。

⑤化学物質管理
各国・地域の化学物質に関する法令を遵守する。
製品ライフサイクルの全過程において化学物質を厳格に
管理し、環境汚染・人体への悪影響を防止する。

2.　品質
①品質保証体制の構築

製品の品質および安全を確保するための品質管理体制を
構築し、継続的な品質改善活動を行う。

②製品の安全確保
不良品発生時には安全性確保に向けた適時の情報共有、原
因究明、再発防止策の徹底等の適切な対応を行う。

3.　人権
①差別の禁止
人種、信条、性別、社会的身分、門地、性的指向、性自認、障
がいの有無等を理由として、求人、採用、処遇等の差別を
行わない。

②非人道的な扱いの禁止
従業員の人権を尊重し、セクシャルハラスメント、パワーハ
ラスメント、いじめ等の職場環境を悪化させる行為を許容
しない。
③強制労働・児童労働の禁止
全ての社員を自発的な意思に基づいて雇用し、強制的に
労働させず、自由に離職できることを保証する。
各国・地域の法令による就業可能年齢に達しない児童に
労働を行わせない。

④労働時間の遵守と賃金の確実な支払
各国・地域の法令にて定められる労働時間の上限規制を
遵守するとともに、最低賃金、超過勤務手当、出来高賃金
等の給与等に関する規制を遵守する。

⑤結社の自由
各国・地域の法令に基づき、社員が自由に結社する権利ま
たは結社しない権利を認める。
⑥安全健康な労働環境
職場の安全衛生を確保し、事故・災害の未然防止に努める。

4.　原材料調達
①紛争鉱物
児童労働および強制労働をはじめとする人権侵害、環境
破壊に関わるおそれのある鉱物、武装勢力などの資金源
となるおそれのある鉱物の調達は行わない。
②人権侵害への関与が強く疑われる原材料
強制労働等の重大な人権侵害を行っていることが強く疑
われる企業（ないし同企業と取引のある企業）と取引関係
を有しない。

5.　法令遵守
①法令遵守の体制構築
各国・地域の法令を遵守するとともに、コンプライアンス
を推進するための体制を構築する。
②競争法の遵守
各国・地域の競争法を遵守し、不当な取引制限（カルテル、
入札談合等）、不公正な取引方法、優越的地位の濫用等を
行わない。

③腐敗防止
政治献金・寄付等は各国・地域の法令に基づき実施し、政
治・行政との公正な関係を構築する。
不当な利益・優遇措置の取得・維持を目的に、ビジネスパー
トナーに対して接待・贈答・金銭の授受・供与は行わない。
④知的財産の尊重
自社が保有あるいは自社に帰属する知的財産権を保護す
るとともに、第三者が保有する知的財産権に対する侵害
を行わない。
⑤秘密情報の管理・保護
各国・地域の法令に従い、顧客・第三者の機密情報及び個
人情報を管理する体制を構築し、これらの情報の不正な
取得、利用、漏洩を行わない。

⑥反社会的勢力の排除
暴力団や総会屋等の反社会的勢力との関係を持たず、一
切の利益供与を行わない。

⑦輸出取引管理
各国・地域の法令で規制される技術・物品等の輸出に関
し、適切な輸出手続き・管理を行う。

CSR調達ガイドライン

ビジネスパートナーとともに　CSR調達
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人材の活躍

積極的なチャレンジを支援する人事システム
当社では、挑戦を支える基盤として、一人ひとりが明確な

役割と目標を認識して、適切な評価のもとで、やりがいを
持って仕事に挑める人事システムを導入しています。

人事システムを構成する5つの要素

多様な働き方の推進
■　柔軟な働き方

当社ではフレックスタイム制度や在宅勤務制度を運用する
ことで、社員が柔軟に勤務できるよう体制を整備しています。

また、長時間労働防止に向けた適正な労働時間管理や、
年次有給休暇の取得推奨などにより、ワークライフバランス
の実現に取り組んでいます。

■　育児・介護・看護等の支援制度
当社では、出産や子育て、介護をする社員の活躍を支援す

るため、法定基準を上回る各種支援制度を導入しています。
2024年度の女性の育児休業取得率は100％、男性の同

休業取得率は77.8％に達し、性別に関係なく、育児と仕事の
両立ができる環境づくりを進めています。

また、2024年度は介護と仕事の両立支援として、外部講
師を招き、介護に直面した際に必要な対応や行政支援紹介
などのセミナーを開催しました。

育児休業 預け先の状況により２歳まで延長可能

出生時育児休業 
（産後パパ育休）

男性を対象に子の出生後８週間以内に28日
まで取得可能
※育児休業とは別に利用可能

育児短時間勤務 
子の看護等休暇 子どもが小学校を卒業するまで利用可能

介護休業 要介護状態にある家族の介護が必要となっ
た時に、93日を限度に3回まで取得可能

介護短時間勤務 
介護休暇

要介護状態にある家族の介護のために利用
可能

家族サポート欠勤
家族の傷病看護や介護のために、1年につき
40日を限度として利用可能
※要介護状態以外の場合でも取得可能

ジョブリターン制度
結婚、出産、育児、介護または配偶者の転勤
等により、やむを得ず退職した社員を対象と
して職場復帰を支援

■　明るく働きやすい職場づくり
当社では、適正な労働時間管理のための仕組みづくりを

進めるとともに、ストレスチェックや労働組合からの意見具
申や提言などに基づいて、職場環境の改善に努めています。

また、社員が安心して働けるように、病気やけがによる休
職に備えた保険や、団体生命保険制度を導入しています。

人材マネジメント推進体制
当社は、中期経営計画における人材戦略に基づき、各種人

事施策を策定し、実行しています。
人事評価や役割等級の変更、人事異動や年次採用計画、

主要なポストのサクセッションプランや、次期経営幹部候補
の選出等については、代表取締役社長を委員長とした人事
委員会で協議し、中長期的な視点での人材マネジメントを
行っています。

人材育成
当社は、日常業務における上司・先輩とのコミュニケー

ションや、定期面談を通じた指導・アドバイスに基づくOJTを
基本とした人材育成を行っています。

また、新入社員研修やコーチング研修など、各人の役割発
揮に求められるスキルの習得やコンピテンシーの開発・向上
を支援することを目的としたOFF-JTを階層ごとに行ってい
ます。

さらに、博士号取得や英語学習への支援、希望者が自由に
選択して学べるeラーニングなど、社員一人ひとりの主体的
な学びを積極的に支援しています。

ダイバーシティ・インクルージョン
当社では、多様性の受容が、イノベーションの創出、企業

価値の向上につながると考え、社員の個性や多様な人材の
能力が発揮される職場環境づくりに取り組んでいます。

2024年度の中途採用比率は95.0％でした。また、障がい
者雇用率は2.5％となりました。

女性管理職
当社では、約670名の社員が勤務しており、2024年度の

女性構成比率は11.4％、管理職に占める女性比率は3.0％と
なりました。

正社員に占める
女性比率

管理職に占める
女性比率

11.0

4.9

11.3

5.0

10.8

4.3

2023年度

11.4

3.0

2024年度2021年度 2022年度

（％）

社員一人ひとりの可能性を引き出し、会社全体の成果が最大となる風土を醸成するため、
積極的にチャレンジできる仕組みづくりやダイバーシティの推進などに取り組んでいます。

全社戦略に従って設定
された個人目標を実行
するとともに期待され
ている役割を発揮する

OJTを基本としな
がら、役割に求めら
れるコンピテンシー
をもとに、人事部等
がOFF-JTを企画
する

定期的に実施される
上司と部下の面談
を通して各人の育成
プランを策定すると
ともに次期幹部候補
の選定を行う

全社戦略に基づき、適正
組織と役割を設定し、役
割に応じた適正人材を配
置する

全社戦略に紐づく
個人目標の達成度
を評価するとともに
期待された役割の
発揮度を評価する

人事
システム

実践 評価

育成 計画

配置

人材育成体系図
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次世代育成支援対策推進法に基づく
一般事業主行動計画

社員が仕事と子育てを両立させ、能力を発揮しながら充
実したワークライフバランスを図れる雇用環境を整備す
るため、次の目標を立て実行しています。

1. 育児休業を取得しやすい環境づくりをする
①�自社のイントラネットを通して以下の情報を発信
し、育児休業を取得しやすい企業風土を醸成する。 
・�育児休業や育児休業給付金など諸制度に関する・
情報 

・育児休業取得者の事例や育児休業取得率
・育児・介護休業相談窓口に関する情報 
②�社員に対し年１回以上、育児休業制度の意義や制
度の内容、申請方法等に関する研修を実施する。 

2 . 年次有給休暇の取得促進のための措置を実施する
・�自社のイントラネット等を通して年3回年次有給休
暇の取得を周知し、取得を奨励する。 

社員とともに　人材の活躍
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労働安全衛生

安全行動規範
当社は、「安全は全てに優先する」というレスポンシブル・

ケア方針に基づき、無事故・無災害を目指し、安全行動規範
を定め、安全衛生に取り組んでいます。

安全行動規範

1. ルール順守
当社で働くすべての者は、法令、規則その他社内
ルールを遵守する。

2. 安全配慮徹底
上司は、新人・新設備・新規物質・新規作業を導入・採
用する前に十分に安全を配慮（事前審査、教育）し、・
けがの防止を図る。

3. 作業の標準化
職場の責任者は、安全確保のための作業を標準化する。

4. 保護具着用
作業する者は、適切な保護具を着用し作業を行う。

5. 職場巡視
上司は、現場を適時巡回して現場の問題点を把握し、
問題があれば危険個所、危険作業を放置せず、適時
改善し、是正させる。

6. 報告義務
事故、災害、異常事態が発生したら、直ちに作業を止
め、上司に速やかに報告する。

7. 再発防止徹底
事故、災害発生後、職場全員で真摯に反省をし、原因
究明と再発防止をしっかり行う。

安全衛生推進体制
当社は、両事業所に安全衛生委員会、本社に衛生委員会

を設置しています。同委員会には安全管理者、衛生管理者、
産業医、作業主任者らが参加し、職場・安全会議等における
社員からの意見を反映する仕組みを整えています。

安全衛生マネジメントシステム
当社は、安全衛生マネジメントシステムとして、JISHA方

式適格OSHMSの認証を取得しています。

安全教育
当社は、安全に関する教育を実施し、イントラネットにて教

育資料を公開しています。

［安全教育（例）］
・安全心得
・防災教育（大規模地震BCP／風水害・地震防災）
・化学物質管理教育
・化学物質従事者教育
・製品含有化学物質管理体制教育
・保護具の基礎知識教育（新入社員・中途社員向け）
・被液防止教育（薬品の危険性）
・高圧ガス取り扱い者教育
・各関連法令遵守教育
・交通安全教育
・熱中症予防教育
・化学物質リスクアセスメント教育
・職長能力向上教育
・安全管理者選任時研修

■　危険体感教育
住友金属鉱山グループの危険体感出張講座および当社

での危険体感教育を2024年度も実施し、460名の社員が
受講しました。今回は、フォークリフト死角、滑り危険、シリン
ダー挟まれ、巻き込まれ、高所作業、重量物取り扱い、切創危
険、液飛散、高温物危険、ドラム缶取り扱いなどの項目で危
険体感を実施しました。

危険体感出張講座

安全衛生マネジメントシステムの認定取得事業場

JISHA 方式適格 OSHMS 沼津事業所、つくば事業所

リスクアセスメントの実施
当社は、重篤災害の防止を最優先にリスクアセスメントを

実施し、必要な設備の整備や管理などの本質安全化対策を
講じています。また、重筋作業、暑熱作業などの改善を進め
高齢者等でも働きやすい職場を目指しています。

リスクアセスメント手順
リスクアセスメント実施対象作業の選定

リスクアセスメント実施計画の作成

作業の選定と
実施計画

リスク低減対策

リスクアセスメント
の実施

危険有害要因の洗い出し

危険有害要因のリスク見積

リスクレベルの評価

対策の検討

リスク低減対策の検討および決定

リスク低減対策の実施

リスクの管理

安全目標
当社は、休業・不休災害ゼロを目指して、社員が安全で健

康に働ける職場環境づくりを進めています。2024年度は、
1件の不休災害が発生しました。

労働災害発生状況
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

休業災害件数 2 2 0 0
不休災害件数 0 0 0 1
死亡事故件数 0 0 0 0
度数率 1.39 1.36 0.00 0.00
強度率 0.02 0.06 0.00 0.00

労働災害防止活動
当社は、労働災害を防止するため、定期的な設備安全点

検、安全衛生パトロールに加え、経営層による職場巡回、株
主監査を実施しています。

社員の心身の健康サポート
■　健康診断の実施による社員の健康管理

社員の健康維持・増進のため、年に1度、定期健康診断を
実施しています。また、人間ドックの受検等を通じて、社員の
健康づくりをサポートしています。

40歳から65歳までのすべての被保険者およ
び被扶養者に対し特定保健健診を実施

特定保健検診で「動機付け支援」「積極的支
援」に該当した者に対しては、医師、保健師等
の指導のもとに行動計画を作成し、生活習慣
改善のための保健指導を実施

特定保健検診

年齢制限なしに、被保険者および被扶養者
が、人間ドックを受検することが可能人間ドック

■　メンタルヘルス
当社は、メンタルヘルス不調への対応だけでなく、職場で

のコミュニケーションの活性化などを含めた広い意味での
心の健康づくりに取り組むことを目的に、毎年ストレスチェッ
クを実施しています。

2024年度は98.3%の社員がストレスチェックを受検しまし
た。高ストレス者には、面談等によるフォローを行っています。

■　健康相談
当社では、外部機関と提携して、24時間いつでも、心と体

の健康相談が可能な体制を導入しています。日常の健康に
関する相談はもちろんのこと、年末年始等に受診可能な医
療機関の紹介などのサービスを提供しています。

また、本社・各事業所において、希望者に月1回以上、産業
医との面談や保健担当者による健康相談を実施しています。

健康

エヌ・イー ケムキャットでは、社員が安全かつ健康に働くことができるよう、
体制構築や様々な活動を実施し、職場環境づくりに取り組んでいます。

社員とともに　労働安全衛生 ／ 健康
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適切な情報発信と対話によりステークホルダーとの関係強化を図ると同時に、ステークホルダーと連携し、
新たな技術や価値を創出することで、持続的な成長と豊かな社会の実現を目指しています。

ステークホルダーエンゲージメント

ステークホルダーとのコミュニケーション

サステナビリティ経営を推進する当社の理念と目的を共有するために、
当社はステークホルダーとの多様な対話の機会を重要視しています。 

対話を通じて、当社とステークホルダー、あるいは各ステークホルダー
同士が相互に連携する関係を築き、ともに成長、発展していくことを目指
しています。

地域貢献活動
■　環境保全活動

当社は、各事業所の地域における環境保全プログラム（静
岡県沼津市「クリーン沼津」、茨城県坂東市「クリーン坂東」）
に参加し、定期的に清掃活動を行っています。

このほか、沼津市の狩野川水系の水質保全を促進し、住み
良い生活環境を確保することを目的として活動している狩
野川水系水質保全協議会に参画し、環境保護活動に取り組
んでいます。

■　教育支援
当社は、地域の未来を担う学生たちの教育支援活動とし

て、小学校のニュースレター作成をサポートするほか、高校
の課外授業に参画しています。
［小学校］	 • ニュースレター作成支援 ：
	 　坂東市立神大実小学校、沼津市立原小学校
［高校・高専］	 • Futureしずおか※ ：
	 　�静岡県立吉原工業高等学校、静岡県立沼津

商業高等学校の課外授業の支援

また、2024年度は、沼津工業高等専門学校物質工学科の
学生を対象に工場見学を受け入れ、当社技術者との交流や
指導を通じて、実際のものづくりの現場を体験できる機会を
提供しました。

※Futureしずおか : 高校生に地域企業で働く、地域で暮らす魅力を発信す
る、静岡新聞社のプロジェクト。

産学官連携活動
■　�フードロス削減団体への参画

当社は、触媒によるフードロス削減を目指す「フードロス
削減コンソーシアム」に加盟し、製品の提供や実用化に向け
た意見交換等の活動を行っています。

昨年に引き続き、2025年3月に開催された同組織による
「高校生フードロス削減アイデアコンテスト」に協賛し、プラチ
ナ触媒を利用した切り花流通の鮮度保持に係る研究を発表し
た北海道岩見沢農業高等学校のチームへ企業賞としてエヌ・
イー ケムキャット賞を贈呈しました。

ステークホルダーとの対話
■　�創立60周年記念式典の開催

2024年4月に創立60周年を迎え、同年10月にお客様等を
招いた記念式典を開催しました。第一部では、カーボン
ニュートラルに向けた触媒の重要性と題した特別講演を行
い、第二部では、感謝の意を伝えるとともに社会課題解決に
向けた当社技術の展示を行い、取引先や大学関係者等との
交流を深めました。

NECC

地域社会

協業先従業員

学校顧客

業界団体株主

取引先

顧客

株主
（住友金属鉱山・BASF）

取引先

協業先

従業員

学校

業界団体

地域社会

・ 事業を通じた社会課題解決に向けた協働
・ 高品質な製品を提供し続けることによる、顧客満足度の向上
・ サステナビリティ等の取り組みの適切な開示による、信頼関係の　
構築・強化

・ 株主への事業戦略、業績等の説明責任を果たし、グループ連携を強化

・ 公正かつ公平な取引により健全な取引関係を維持
・ 調達方針およびCSR調達ガイドラインを共有し、サプライチェーン　
全体でのCSR調達を推進

・ 持続可能な社会に貢献する製品や新しい技術の開発を目指し、　　
様々な企業と協業体制を強化

・ 役員と従業員の直接対話の機会の創出
・ 労使対話による相互信頼関係の強化
・ 従業員のエンゲージメント強化
・ 活力のある職場環境の醸成

・ サステナブルな社会を支える新たな技術・価値の創出

・ 化学・触媒関連の業界団体や、社会課題解決に取り組む団体との　
意見交換、情報共有

・ 若者の育成、地域環境保全等の社会活動を通じて地域の発展に貢献
・ 地域社会との共存・共栄

営業活動・技術サポート、顧客満足度調査、
工場視察の受け入れ、CSR調査への回答、
Webサイトにおける情報開示、
サステナビリティ報告書

株主総会、監査の受け入れ、技術交流

購買活動を通じたコミュニケーション、
CSR調査の実施

プロジェクトを通じたコミュニケーション、
共同研究

エンプロイフォーラム（年2回実施）、
労使協議会、役員ブログ、イントラネット

工場見学の受け入れ、共同研究

業界団体への加入（日化協、触媒工業協
会、水素バリューチェーン推進協議会等）

高専・高校の課外授業の実施、
自治会や地主の方々との定期的な対話、
地域清掃活動、  
地区商工会や環境関連協議会への参画、
地区スポーツ大会への参加

目  的 主なコミュニケーションステークホルダー

ステークホルダーとの対話機会

ステークホルダー同士のつながりを
深化させるコミュニケーション

地域清掃活動

企業賞を受賞した北海道岩見沢農業高等学校チーム

代表取締役社長による謝辞

沼津工業高等専門学校の見学者

Introduction Top Message Business Future Environment Social Governance Data

Social

31 32SUSTAINABILITY REPORT 2025 SUSTAINABILITY REPORT 202531 32SUSTAINABILITY REPORT 2025 SUSTAINABILITY REPORT 2025



エヌ・イー ケムキャットは、ステークホルダーからの信頼を高め、企業価値の向上を図るため、
透明性のある健全なガバナンス体制の構築と内部統制の強化に取り組んでいます。
また、コンプライアンスを企業活動における最優先事項として位置付けています。

ガバナンス体制

透明性のある健全な企業経営を行うため、コーポレートガ
バナンスを構築することが必要です。当社は、株主総会、取
締役会、監査役、会計監査人を設置し、適切なコーポレート
ガバナンスを整備しています。

取締役会、監査役の活動状況
会社法および社内規程に基づき、2024年度は、取締役会

を9回開催（うち4回は書面開催）し、重要事項の審議を行う
とともに、業務執行状況についての報告を行いました。

また、監査役は株主総会および取締役会、その他重要な
会議に出席し、決議・報告が法令・定款・社内規程に則って実
施されているか、意思決定において適切な経営判断がなさ
れているかを監視・検証しました。

取締役会・監査役の概要

取締役人数 6 人

監査役人数 3 人

取締役会 開催回数 9 回

監査役連絡会 開催回数 6 回

コンプライアンス

当社は、求められる社会的責任を果たすとともに、持続的
な成長を実現するため、コンプライアンスは確実に取り組む
べきものと考えています。

このような考えのもと、当社では企業行動指針および役
員・社員の行動基準を定め、会社としてコンプライアンスを徹
底する姿勢を示すとともに、当社の社員として遵守すべき項
目を明確にし、日々の業務で実践することを求めています。

2024年度は重大なコンプライアンス違反はありません
でした。発生防止に向け、引き続き社内への事案周知や啓発
活動に取り組みます。

■　内部通報制度
当社は、法令違反に関する情報を迅速に収集し、早期に対

応するため、内部通報制度を整備しています。担当部門にて
調査を実施し、通報内容、法令違反行為等に該当するか否か
の判断結果および法令違反行為等が認められた場合はとる
べき措置について、代表取締役および常勤監査役へ報告さ
れます。

2024年度は内部通報はありませんでしたが、制度がきち
んと活用されるよう、引き続きコンプライアンス遵守の重要
性と併せて、内部通報窓口の役割や利用方法を周知し、利用
促進を図ります。

［社内通報窓口］	 経営管理部長
［社外通報窓口］	 連携法律事務所

■　社内教育
2024年度は、競争法、輸出管理に関するコンプライアン

ス教育を実施しました。また、「コンプライアンス通信」を定
期的に発行し、コンプライアンスの重要性やハラスメント、
競争法、内部通報制度等について啓発活動を実施しました。

内部統制

当社は、会社法に定められた業務の適正を確保するため
に必要な体制整備の一環として「内部統制基本方針」を策定
しています。これに基づき、業務プロセス、リスク管理、コン
プライアンスの観点から適切な業務統制を行うための体制
を構築しています。

また、業務プロセス、コンプライアンスについては内部監
査を実施しています。内部監査は、当社の重要な業務プロセ
スの適切性およびコンプライアンスについて、内部監査委
員会が体制の整備状況と運用状況を検討・評価しています。

内部監査の実施にあたっては、適宜外部機関と連携し、不
備の有無や原因を調査し、不備が存在する場合にはイシュー
ログが発行され、経営管理部長が改善の実行状況について
適時に調査・確認を行い、取りまとめた報告事項を内部監査
委員会に報告しています。

企業行動指針

事業活動の基本姿勢
社会課題の解決に向け、長期的な視点の下で積極的な 
研究開発を行い、安全かつ品質の高い製品を安定的に供
給する体制を構築し、既存の事業を発展させるとともに新
たな事業を創出します。

環境への取り組み
地球環境の保全を重要な使命と位置づけ、環境問題の解
決に寄与する製品を提供するとともに、企業活動全般を通
じて環境負荷低減に取り組みます。

安全の徹底
“安全は全てに優先する”ことを、全社にわたり徹底しま  
す。安全確保のために経営資源を投入し、企業活動にかか
わる全ての事業従事者に教育を徹底することにより、事故
や災害が発生しない環境を整備します。

品質の向上
お客様に満足いただける品質を提供し、信頼を得るため
に、全社を挙げて品質管理体制を構築し、継続的な品質改
善活動に取り組みます。

ステークホルダーとの関係
私たちを取り巻くすべてのステークホルダーとの対話を
重視し、説明責任を果たすとともに適切な情報開示を行
い、社会の一員として信頼されることを目指します。

コンプライアンス・内部統制
法令遵守を徹底し、適切な社内教育を実施し、違法・違反
行為に厳正な態度で臨むとともに、事業活動上のリスク管
理を重視した内部統制システムを構築します。

活力ある職場環境
社員の人権を尊重するとともに、開かれた意見交換と前
向きな挑戦を促し、社員の個性、多様な人材の能力が発
揮される明るい職場環境をつくります。

監督機能 業務執行部門

監査

報告 報告

指示報告内部監査

連携

株主

取締役会 監査役会計監査人

内部監査委員会内部監査部門

代表取締役社長経営戦略会議

各機構区分

監査機能

選解任 選解任

付議・報告

報告指示

選解任・業務執行監督

コーポレートガバナンス体制図

コーポレートガバナンス／コンプライアンス
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人権方針
当社は、人権方針を定め、「世界人権宣言」をはじめとする

国際規範を尊重するとともに、職場におけるあらゆる差別を
禁止しています。また、関係先と協力し、間接的にも人権侵
害行為に加担しないことを明記しています。

ハラスメントの防止
当社では、いかなる理由があろうと職場における差別、嫌

がらせ行為等のハラスメントを含む人権侵害行為は一切容
認しません。

2024年度は、懲戒につながるハラスメント事案が2件発
生しました。相談者や行為者、関係者のプライバシー保護等
に十分配慮したうえで、事実関係を迅速かつ正確に確認し、
確認後は速やかに必要な措置を講じています。

また、職場におけるハラスメントを防止するため、研修の
実施に加え、社内外に相談・通報窓口を設置し、相談受付か
ら対応までの体制を整え、社内周知に努めています。

内部監査
当社では、内部監査規程に基づき、業務の適正および効

率性を確保する体制に寄与することを目的として、内部監査
を実施しています。

人権方針
1. �世界人権宣言をはじめとする国際規範を尊重するとと
もに、関係法令を遵守し、人権尊重の取り組みを推進
します。

2. �職場における差別、嫌がらせ行為等の人権侵害行為
を容認せず、社員の多様性を尊重し、活力ある職場環
境を醸成します。

3. �サプライチェーンを含む関係先に対し人権尊重の取
り組みを働きかけ、人権侵害行為に加担しません。

4. �企業活動に伴う人権に対する負の影響を特定し、これ
らを回避・低減するよう努め、問題が発生した場合に
は適切に対応します。

5. �本方針が社内に浸透するよう、役員および社員に対し
て啓発活動を行います。

事業継続マネジメント（BCM）
当社では、地震・風水害・感染症を想定対象とした事業継

続計画（BCP）を策定しています。
また、危機発生時の対応力の向上を図るため、PDCAサイ

クルを通じて、危機管理体制および対応策の改善活動を
行っています。

防災教育・訓練
BCMの一環として、全社員を対象とした各種教育や訓練

を実施しています。毎年1回、全社員に対し、防災に関する平
時の取り組みや有事の行動手順等の教育・訓練を行ってい
ます。

リスクマネジメント

当社では、経営におけるリスクを特定しその対応を強化す
ることが、企業責任を果たすのみならず、当社の持続的な成
長につながると捉え、リスクマネジメント体制の推進に努め
ています。

リスク管理方針では、精度の高い危機管理体制の構築を
行うとともに、有事には人命尊重を第一として速やかな復旧
を目指すことを定めています。

リスクマネジメント体制
当社は、リスクマネジメントを統括する組織として、代表取締

役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しています。
リスク管理委員会では、経営における様々なリスクの把握

と評価、その対策を講じるとともに、防災に関する教育・訓練
の計画と実行を担っています。

危機発生時には、人命・身体の安全確保、当社およびステー
クホルダーの損失拡大の防止・最小化、重要事業・重要業務
の早期復旧等が実行可能な体制を確保しています。

また、事業継続に影響を及ぼす重大な危機が発生した場
合には、事業継続計画（BCP）に従い危機対策本部を設置し、
全社的な対応を行います。

リスク管理方針
1. �会社で働く人の安全及び会社の経営資源の保全を図る。

2. �リスク管理を通じて、リスク対応能力の継続向上を図る。

3. �リスク感性の醸成とリスク情報の共有化を行う。

4. �緊急事態発生時には、人命の尊重を第一に捉え、速や
かな対応と復旧を図る。

5. �精度の高い危機管理体制の構築により、有事には自
社の素早い復旧のみならず、社会貢献を果たすことも
目指し、企業イメージの向上を図る。

情報セキュリティ
当社では、保有する各種機密情報・個人情報等の情報資

産の保護を目的として、「機密情報取扱規程」「個人情報保護
規程」「情報セキュリティ規程」等を制定しています。

これらの規程に基づき、情報セキュリティ管理総責任者
（経営企画部担当役員）および実行統括者（経営企画部長）
を任命しています。

情報セキュリティ管理総責任者および実行統括者は、大規
模災害、コンピューターウイルス感染、サイバー攻撃、情報
漏洩等の情報セキュリティリスクを特定し、会社の情報資産
を各種脅威から適切に保護し、管理するための施策を推進
するとともに、情報セキュリティの強化に継続的に取り組ん
でいます。

情報セキュリティリスクが顕在化し、当社の情報セキュリ
ティの維持が困難になり、それにより業務に重大な影響を及
ぼす事態が発生した場合には、実行統括者は、情報セキュリ
ティ管理総責任者に報告のうえ、情報セキュリティ緊急事態
対応委員会を招集し、被害の最小化と速やかな収束等のた
めに適切な対応を行います。

また、セキュリティレベルの維持・向上のため、役員および
従業員に対して、情報セキュリティに関する基準・ルール等
の周知、教育、指導等を行っています。

エヌ・イー ケムキャットは、多様化・複雑化するリスクに適切・迅速に対応できるよう、
経営トップによる統括のもと、リスクマネジメントを推進しています。

コンプライアンス／リスクマネジメント

■　リスクマネジメント体制

安否確認／応答システムを利
用した全従業員の応答訓練安否確認訓練 年2回

大規模地震および火災・薬
液漏洩・負傷者等を想定した
避難・点呼・通報・消火・点検
等の訓練（沼津事業所は津
波も想定）

総合防災訓練
（沼津・つくば）

勤務形態
ごとに
各1回／年

火災を想定した避難・消火・
通報訓練

被災時の重要業務継続およ
び早期復旧のための社内の
情報連携、対応判断、対応手
順等の教育・訓練

自衛消防訓練
（本社）

BCP教育・訓練

年2回

年1回

重点ポイント・
不備改善等の

指示
リスク管理
活動の報告

事業所・研究開発センター・本社の各関連部門 事業所・研究開発センター・本社の各関連部門

［平常時］ ［危機発生時］

PDCA

事務局

リスク管理委員会 （委員長：代表取締役社長）

事務局

危機対策本部

発動基準に則り
BCP体制発動

危機対応の
指示

全社　事業継続計画（BCP）
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ESGデータ集

■　環境関連データ

■　社会関連データ

■　ガバナンス関連データ

※3 集計期間1月～12月　※4 育児休業後復職率：同年度に復職した人数÷同年度に復職予定だった人数×100

※1 2023年度より省エネ法改正に伴い算出方法変更　※2 省エネ法改正に伴い単位変更 

会社情報

資本金

社　名

34億2,350万円

エヌ・イー ケムキャット株式会社

代表者

設　立

代表取締役社長　遠藤 晋

1964年（昭和39年）4月9日

単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

エネルギー・GHG

エネルギー利用量 (原油換算) kl 16,238 17,175 15,112※1 14,151※1

　購入電力 kwh 33,094,000 34,774,000 33,094,470  32,398,000
　ガソリン kl 1,108 1,100 1,009 859
　軽油 kl 96 113 144 164
　液化天然ガス(LNG) ton 2,591 2,909 2,877 2,651
　都市ガス※2 千㎥ 2,870 2,922 2,374  1,961
GHG排出量 ton 30,830 32,925 30,621※1 27,862※1

GHG排出原単位(2013年度を1とした場合の指数) 0.678 0.639 0.621 0.617

水

水利用量 (合計) 千㎥ 623 661 728 805
　上水道水 千㎥ 10 14 25 30
　地下水 千㎥ 599 632 689 762
　工業用水 千㎥ 14 16 14 13
工業排水量 千㎥ 821 788 741 777

廃棄物
産業廃棄物量(一般・特管) ton 741 606 400 528
産業廃棄物の再資源化量 ton 708 570 395 527
リサイクル率 % 95.6 94.1 98.8 99.7

化学物質 PRTR法対象物質排出量(環境への移動量) kg 2,021 2,581 1,474 1,576

大気排出
NOx排出量 (つくば事業所) ton 4.76 4.99 5.92 8.17
SOx排出量 ton 0 0 0 0

その他 重大環境事故件数 件 0 0 0 0

単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

取締役・監査役

取締役人数 人 6 6 6 6
監査役人数 人 3 3 3 3
取締役会 開催回数 回 7 8 7 9
監査役連絡会 開催回数 回 6 7 6 6

単位 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

雇用

従業員数(正社員)  人 676 671 653 674
　男性 人 603 597 579 597
　女性 人 73 74 74 77
新規採用者数 人 44 29 27 60
　新卒 人 15 8 8 3
　中途 人 29 21 19 57
新卒採用に占める女性の割合 % 13.3 12.5 37.5 0.0
平均勤続年数(男性) 年 17.0 16.8 16.3 15.5
平均勤続年数(女性) 年 14.3 14.6 14.2 14.4
平均年齡 歳 43.0 43.0 43.0 42.5
年齢別人数(20代以下) 人 107 95 83 91
　30代 人 162 175 174 191
　40代 人 172 169 172 168
　50代 人 192 191 193 190
　60代以上 人 43 41 31 34
有給休暇取得率※3 % 69.2 72.8 79.0 79.5

多様性
月平均残業時間 時間 20.4 20.3 20.1 20.4
管理職に占める女性比率 % 4.3 4.9 5.0 3.0
障がい者雇用率 % 2.9 2.6 2.6 2.5

育児・介護・看護

60歳以上の雇用者数 人 63 69 71 69
育児休業取得者数 人 7 9 17 19
育児休業取得率（男性） % 30.7 57.1 70.0 77.8
育児休業取得率（女性） % 100 100 100 100
育児休業後復職率※4 % 100 100 100 100

労働安全衛生・健康

家族サポート欠勤利用者数 人 1 2 1 1
休業災害発生件数 件 2 2 0 0
不休災害発生件数 件 0 0 0 1
死亡災害発生件数 件 0 0 0 0
ストレスチェック受験率 % 97.3 98.6 98.0 98.3
度数率 1.39 1.36 0.00 0.00
強度率 0.02 0.06 0.00 0.00
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